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暗号資産の取扱開始の方針決定および 

abc 株式会社とのビットコインを活用したトレジャリー戦略に関する 

業務提携に向けた基本合意締結のお知らせ 

 

  

 当社は、2025 年９月９日の取締役会において、abc 株式会社（コード：8783、東証スタンダード市

場。以下「abc 社」）との協業により暗号資産（ビットコイン）を活用したトレジャリー戦略を実行

する方針を決議し、2025年９月 17日、abc社と当該戦略に関する業務提携を行うことについて基本合

意書を締結いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 なお、本件における「トレジャリー戦略」は、abc 社が提唱する「ハイブリッドトレジャリー戦略」

の構想の一部に位置づけられ、当社ではその中核となるビットコインを活用した取り組みを開始する

ものです。 

 

記 

 

１．９月９日の取締役会決議の内容 

 当社は、2025年４月、当社の大株主である Seacastle Singapore Pte. Ltd.（以下「Seacastle 社」）

の Directorである Tang Koon Heng氏より紹介を受けた、abc社の専務取締役である片田朋希氏より、

当社に対し暗号資産（ビットコイン）の取扱いに関する提案を受領しました。これを起点として、当

社は中長期的な企業価値拡大の観点から当該分野の可能性について検討を開始し、abc 社と協議の上

でスキームの具体化を進めてまいりました。この検討を踏まえ、2025 年９月９日の取締役会において、

暗号資産分野に知見を有する abc 社との協業により、暗号資産（ビットコイン）を活用したトレジャ

リー戦略を実行する方針を決議いたしました。 

本戦略では、最大 150 億円規模を上限とする段階的なビットコインの保有により中長期の値上がり

益の獲得を志向しつつ、市場環境・資金需要・リスク管理の状況に応じて一部売却を行うことで利益

を実現し、保有中の資産はレンディング等により有効活用して金利収入の獲得を目指します。 

 なお、当社は 2025年９月９日に当該方針を取締役会で決議いたしましたが、当社内部では当該決議

のみでは適時開示の要件に該当しないとの認識であり、abc 社との基本合意書の締結を契機として開

示する方針で準備を進めておりました。その後、当社の判断を改め、開示の時期および記載内容の見

直しを行い、本日の開示に至ることとなりました。今般は、適時開示が遅延したことを深くお詫び申

し上げます。 

 

２．業務提携に向けた基本合意の理由 

 当社は、上記９月９日の取締役会決議をもとに、資本効率の向上および中長期的な企業価値拡大を

目的に、ビットコインを活用した「トレジャリー戦略」を推進いたします。本戦略は、abc 社が提唱

する「ハイブリッドトレジャリー戦略」構想の一環であり、法定通貨・株式・暗号資産（特にビット
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コイン）を組み合わせることで、財務の柔軟性と収益の多様化を実現する新しい財務管理手法とされ

ています。当社においては、その中核であるビットコインの蓄積と活用から取り組みを開始いたしま

す。 

 なお、abc 社と協業する目的は、本基本合意に基づく abc 社による「資金調達・戦略立案・事業開

発面での支援」 が、（i）保有規模の段階的拡大（最大 150 億円）のための資金手当に向けた資金調

達スキームの組成および関係先との調整、（ii）運用・売却（リバランス）ルール等の設計を含む運

用体制の実装、（iii）当社において十分に蓄積されていない暗号資産分野の知見・実務ノウハウの

補完に資するためです。abc 社は金融および暗号資産領域に関する実務経験・専門性を有しており、

当社の体制整備と実行を加速する役割を担います。これにより、実行速度の向上、運用規律の確立、

実務リスクの低減を図ることができると判断しております。 

  

３．業務提携に向けた基本合意の内容等 

（１）業務提携に向けた基本合意の内容 

 全体の枠組みは、abc 社から当社に提案のあったスキームに基づくものです。当該スキームは、

Seacastle 社が保有する当社新株予約権をカナダ証券取引所（CSE）上場企業の株主グループである

Soul Ventures Holdings Limited へ譲渡することを前提としています。この前提のもと、同グループ

であるSoul Capital Partners Limited（以下「Soul 社」）と当社が具体的な実行方法について協議

しつつ、トレジャリー戦略を策定・実行するものです。abc 社は、資金調達、戦略立案、事業開発面

で本件戦略の構築・運用について支援を行い、その対価として当社がビットコインを売却したことに

よって実現された売却益の 50％をレベニューシェアとして受領します。 

 なお、本戦略は、当社が新設する子会社において実行される予定です。 

 
※なお、本基本合意は協力関係の枠組みに関する非拘束的覚書であり、具体的な実行について今後別

途詳細契約を締結予定ですが、今後の協議や外的な要因を含む総合的判断として案件中止に至る可

能性などもございます。今後公表すべき事項が生じた場合には、速やかにお知らせいたします。 

（２）資本提携の有無 

 本件は資本提携を伴わない業務提携に向けた基本合意です。 

４．業務提携に向けた基本合意の相手先の概要 

①abc 株式会社 

（１） 名称 abc 株式会社 

（２） 所在地 東京都港区赤坂四丁目 9 番 17 号 赤坂第一ビル 11 階 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役 松田 元 

（４） 事業内容 AI、ブロックチェーン、M&A、金融事業等 

（５） 資本金 5,048 百万円（2025 年３月 31 日現在） 

（６） 設立年月日 2002 年 1 月 8 日 

（７） 
大株主及び持株比率 

（2025年３月 31日現在） 

株式会社 YourTurn                   

SEACASTLE SINGAPORE PTE. LTD.              

（常任代理人 松尾 聖海） 

楽天証券株式会社 

株式会社 LXL 

GCM ホールディングス株式会社 

合同会社トリコロール２ 

白川 祐輝 

野村證券株式会社 

合同会社 CP１号匿名組合口 

藤見 幸雄 

6.76％ 

3.75％ 

 

3.02％ 

2.05％ 

1.92％ 

1.60％ 

1.36％ 

0.99％ 

0.88％ 

0.66％ 

（８） 
上場会社と当該会社 

との間の関係 

資本関係 該当事項はありません。 

人的関係 該当事項はありません。 

取引関係 該当事項はありません。 

関連当事者へ

の該当状況 
該当事項はありません。 
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（９） 当該会社の最近３年間の連結経営成績及び連結財政状態  

決算期 2023 年 3 期 2024 年 3 期 2025 年 3 期 

 連結純資産 1,313 百万円 184 百万円 2,795 百万円 

 連結総資産 5,683 百万円 4,512 百万円 7,785 百万円 

 １株当たり連結純資産 236.80 円 9.14 円 101.41 円 

 連結売上高 2,353 百万円 4,174 百万円 3,311 百万円 

 連結営業利益 △1,927 百万円 △2,146 百万円 △2,616 百万円 

 連結経常利益 △2,068 百万円 △2,397 百万円 △3,400 百万円 

 
親会社株主に帰属する 

当期純利益 
△2,254 百万円 △2,459 百万円 △4,411 百万円 

 １株当たり連結当期純利益 －円 －円 －円 

 １株当たり配当金 －円 －円 －円 

 

②Soul Capital Partners Limited 

（１） 名称 Soul Capital Partners Limited 

（２） 所在地 イギリス領ヴァージン諸島 

（３） 代表者の役職・氏名 So Chi On 

（４） 事業内容 投資事業 

（５） 資本金 １USD 

（６） 設立年月日 2020 年７月２日 

（７） 大株主及び持株比率 So Chi On    100％ 

（８） 
上場会社と当該会社 

との間の関係 

資本関係 該当事項はありません。 

人的関係 該当事項はありません。 

取引関係 該当事項はありません。 

関連当事者へ

の該当状況 
該当事項はありません。 

 

５．日 程 

（１） 暗号資産取扱方針の

取締役会決議日 
2025 年９月９日 

（２） 基本合意書の契約締

結日 
2025 年９月 17 日 

※2025 年 10 月中に Soul 社との契約締結および子会社新設を実施し、同月から 11 月上旬にかけて初

回取引（BTC の取得）を行う想定です。 

 

６．今後の見通し 

本件業務提携による 2025 年 10 月期の当社業績への影響は現時点では軽微であります。今後、業績

に重要な影響を及ぼすことが明らかになった場合には、速やかに開示いたします。 

 

以 上 

 

 


